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～「テレワーク」とは情報通信技術を活用した場所や時間に捉われない柔軟な働き方をいいます～ 

担当 伊東 毅  

 

コロナ禍で注目を集めているテレワークについて、労働時間管理の観点からまと

めてみます。テレワークの形態としては、起居寝食する自宅での在宅勤務が一般的

ですが、会社が借り上げたスペースを利用するサテライトオフィス勤務や外出先や

旅先でのモバイル勤務があります。これらはあくまでも会社に出社することが前提

ですが、会社に出社せず、好きな時間とお気に入りの場所で自由に仕事が出来ると

いうリモートワークもあり、そのメリットは、働く側とすれば「革命的」です。 

一方、使用者には、テレワークであっても、労働時間の把握義務と管理責任は課さられます。家事や小

用でＰＣの前から離席する場合も、細かく時間を報告させることは煩雑過ぎて、スマホで中抜け時間をそ

の都度入力できるアプリを使ったとしても、煩雑さの軽減と報告の精度には課題もあります。 

 テレワークを導入する際に、事業場外みなし労働時間制を活用するとその手間が省けます。労基法 38

条の２には、「労働者が労働時間の全部又は一部について事業場外で業務に従事した場合において、労働

時間を算定し難いときは、所定労働時間労働したものとみなす」 

というものです。しかし、その適用にはいくつかの制約があります。 

H30.2月に厚労省から発出されたテレワークガイドラインでは、 

（１）情報通信機器が使用者の指示により常時通信可能な状態でないこと 

（２）随時使用者の具体的な指示に基づいて業務を行っていないこと 

の 2 要件を満たす必要があります。これは誤記ではありません。砕いていうと、使用者が常時 PC で具体

的な指示が出せて、労働者が指示に備えて待機していれば、労働時間を算定できることになるからです。

テレワークにみなし労働時間制を導入する際は、労働時間を算定できることになる「使用者の指示に即応

する義務がない」ことを労使双方で確認して下さい。 

テレワーク導入が難しい業種であっても、仕事の内容を精査すると、労働時間の一部でもテレワークが

可能な業務が見つかるかもしれません。コロナ禍がもたらした働き方改革のメリット

は後戻りは出来ません。モラルハザードを回避する仕組みを整備して、テレワークを

活用して労働生産性のアップを図り、労働者の福利厚生の向上なされるようお手伝い

していきますので、その際にはご相談下さい。 
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～新型コロナウィルスに関する企業の対応や情報提供を行っていきます～ 

                         担当 杉山 友香 
 

従業員が新型コロナウイルス感染症と診断され、都道府県知事から就業制限に伴い休業させる場合には、事

業主には休業手当の支払い義務はありません。しかし、感染者数が増えるに従い直接的な感染以外に従業員が

濃厚接触者になるようなケースも出てきました。 

┃新型コロナウイルス感染症と傷病手当金 

健康保険の被保険者は、新型コロナウイルス感染症への感染が確定している場合の他、発熱などの症状があり

仕事ができない状態であれば傷病手当金の対象となる可能性があります。この場合、必ずしも医療機関を受診

している必要はなく、自宅療養していた期間も傷病手当金の対象となります。 

┃新型コロナウイルス感染症と休業手当 

従業員が新型コロナウイルス感染症に感染し、都道府県知事から就業制限を受けた場合は、

事業主には休業手当の支払い義務はありませんが、それ以外のケースでは休業手当の支払い

義務が発生すると考えられます。 

（休業手当） 

労働基準法 第二十六条 使用者の責に帰すべき事由による休業の場合においては、使用者は、休業期間中当該

労働者に、その平均賃金の百分の六十以上の手当を支払わなければならない。 

┃従業員本人が濃厚接触者となった場合 

従業員本人に自覚症状が無い場合でも従業員の家族が感染したり、従業員の家族が濃厚接触者になったりする

ケースが考えられます。そのようなケースでは、従業員を休業させるかどうかは事業主の判断となり原則とし

て給付金等の支給対象にはなりません。よって事業主の判断で休業させた場合は、休業手当の支払い義務が生

じます。新型コロナウイルス感染症に感染したかどうかはわからないが、従業員本人または家族に発熱等の症

状が見られたり、濃厚接触者となったりした場合には、できるだけ人との接触を避ける必要があります。判断

が難しい場合には、帰国者・接触者相談センターやかかりつけ医等へ相談してください。 

※雇用調整助成金の対象になる場合も※ 

濃厚接触者の検査結果が陰性であった場合で、自覚症状はないが、テレワークができないため事業主が休業さ

せ、休業手当を支払うなど一定の要件がそろっている場合は、雇用調整助成金の支給対象となる場合がありま

す。ただし、支給要件が緩和されていても、もともとの条件に該当するか確認の上、ご検討ください。 

雇用調整助成金の条件や制度の全体的な概要一覧 

・最近１か月の売上高が、前年比同期比５%以上減少していること 

・休業規模要件が中小企業の場合は 40 分の 1 以上（大企業は 30 分の 1 以上） 
（例） 土日祝休、月の所定労働日数 18 日、社員数 20 人の場合 

 月間所定労働延べ日数 360日（＝18 日×20 人）のうち、9 日（＝360 日×40 分の 1）以上の休業が必要 

・助成率は中小企業で４/５、大企業で２/３ 

・解雇などをせず雇用維持を行う場合の助成率は、中小企業で 10/10、大企業で３/４ 

・助成額の上限日額：１万 5,000 円（8,330 円から引き上げ） 

・計画届の提出は不要  

 ・申請先は都道府県労働局またはハローワーク（相談先も同様） 


